











山 城 一 真
Ⅰ　はじめに









　 2 　日本法への示唆  （以上、本号）































































































毀院は、「X の沈黙による詐欺によって惹起された Y の錯誤が、……予約を締結す
るにあたって決定的なものであったことを認定しながら、以上のように判示したこ
とによって、控訴院は上掲の法条〔1116条〕に違背したものである」とした。




































【Ⅲ─ 2 】破毀院第一民事部1973年 6 月27日（Bill. civ., I, no 22
（100）
1）
［事実］　X は、Y から中古のセミ・トレーラーを購入したが、購入時に Y



































































（103）　J. GHESTIN, La formation du contrat, 3e éd., 1993, no 523, p. 486 ; no 564, p. 
533-534.
（104）　J. BETOULLE, L’aspect “délictuel” du dol dans la formation des contrats, in : 
Cour de cassation, Rapport de la Cour de cassation 2001 : Les libertés, La 
documentation française, 2002, p. 259.
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について、錯誤法
理からのその独自性を論定すること（（ 1））。第二は、特に沈黙による詐













































Defrénois 2003, p. 1568）。さらに、B. WALTZ, La notion de dol dans la formation 














































































（116）　2001年 判 決 の 準 則 に 疑 義 を 差 し 挟 む 判 例 評 釈 と し て、v. CARON et 
TOURNAFOND, obs. préc. ［note 90］, p. 928.「常に」錯誤を宥恕するというのは








写真50枚を 1 枚あたり1000フランで売った。さらに、1989年、X は、その時
の落札者である Y に対し、バルデュスの写真35枚、50枚を、順次、以前と
同じ価格で売却した。その後、バルデュスが著名な写真家であることを知っ
た X は、Y に対して契約無効の訴えを提起した。原判決は、1989年の売買
について X の主張を認め、写真の客観的な価額（191万5000フラン）から支




































































【Ⅲ─ 5 】破毀院第三民事部2007年 1 月17日判決（Bull. civ. I, no 5
（120）
）



















































134　　早法 92 巻 1 号（2016）
















































































して、v. aussi Fr. CHÉNEDÉ, Les commutations en droit privé. Contribution à la 
théorie générale des obligations, Economica, 2008, Préf. A. GHOZI, no 12 p. 17-19 ; 
no 279, p. 261-262.
（131）　GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 1402 s., p. 1156-1157.






















































（133）　J. MOULY, Des rapports entre la réticence dolosive et l’erreur inexcusable 
(l’opinion dissidente d’un « travailliste »), D. 2003, p. 2023 ; du même auteur, 
Une règle de nature à induire en erreur : « la réticence dolosive rend toujours excusable 
l’erreur provpquée », D. 2012, p. 1346. 以下、前者を « L’opinion dissidente »、後者
を « Une règle de nature à induire en erreur » として引用する。ムリーの見解に賛
同する分析として、v. Gw. LARDEUX, La réticence dolosive n’est pas un dol comme 
les autres, D. 2012, p. 2986.
（134）　MOULY, L’opinion dissidente ［note 133］, no 2, p. 2023.
138　　早法 92 巻 1 号（2016）





























（136）　MOULY, L’opinion dissidente ［note 133］, no 6, p. 2024. 議論状況全般につき、
v. aussi G. LOISEAU, L’application de la théorie des vices du consentement au 





























（137）　MOULY, L’opinion dissidente ［note 133］, no 13, p. 2026 ; Une règle de nature 
à induire en erreur ［note 133］, p. 1349.













































（140）　MOULY, L’opinion dissidente ［note 133］, no 20, p. 2027 ; Une règle de nature 
à induire en erreur ［note 133］, p. 1350-1351.
（141）　V. not. J. GHESTIN, « La réticence dolosive rend toujours excusable l’erreur 




































142　　早法 92 巻 1 号（2016）
タンは論争的な議論を提起している。まず、議論のきっかけとなった判決
をみることにしよう。






































































































































　ところが、その一方で、情報提供義務の一般規定である1112─ 1 条 2 項
は、給付の価値については情報提供義務は生じないとの理解を前提とする
ものであり、これを同条 5 項と併せみると、詐欺に関しても【Ⅲ─ 5 】に
おいて示された理解が堅持されているようにみえる。のみならず、1112─













（152）　V. N. DISSAUX et Chr. JAMIN, Projet de réforme du droit des contrats, du 
régime général et de la preuve des obligations, rendu public le 25 février 2015. 






































「法律に従って」義務づけられてはおらず（オルドナンス1112- 1 条 2 項を参照）、
そもそも詐欺の客観的要件が満たされないという理由によって、【Ⅲ─ 5 】の解決を
維持する余地があったかもしれない。しかし、オルドナンスは、作為による詐欺を



































































































































りとして」神戸51巻 3 号（2001年）67頁以下、山下・前掲論文（注44） 2 頁以下を
参照。





















































































































































































































































































































































































































































































































（193）　中間試案27、 2 （ 2 ）は、この趣旨を定めたものであった。
（194）　この見地からは、「情報提供義務を負うことを認識しつつ、あえて調査を行わな
かった」という場合にも詐欺の成立を認めることには（［25］以下）、疑問がある。































































































の違法性要件」京都学園50号（2006年）53頁、岩本・前掲論文（注 7 ）「（ 5 ）」144






























170　　早法 92 巻 1 号（2016）
務」を中核として展開してきた。これは、錯誤の法的規律を部分的に取り
込みつつ、行為態様の悪性─その反面としての「信義誠実」の観念─
に着目した法的規律が、詐欺法理の枠内で実現されてきたことを示唆す
る。そのような意味において、フランス法における沈黙による詐欺法理の
展開は、詐欺法理のみに関わる問題として捉えるのではなく、錯誤と詐欺
とによって複線的に構成される「合意の瑕疵」の法理全体のなかで考察さ
れるべきものであろう
（199）
。
　[72]　フランス法における沈黙による詐欺法理を以上のように理解し得
るとすれば、日本法との比較を試みるにあたっても、そこで論じられたこ
とが、錯誤・詐欺法理の展開全体との関係においてどのように位置づけら
れるべきかが考察されなければならない。もちろん、「錯誤是正義務」的
構成の当否それ自体が一つの検討課題であるが、これを是としても、その
実現を錯誤法理の枠内において図ることも十分に考えられる選択肢であ
り、むしろそれが日本法の現状に即しているとみる余地もあろう
（200）
。
　とはいえ、かりに錯誤法理が広汎な領域を捕捉し得るとしても、詐欺法
理の射程を考察することの重要性が否定されることはない。とりわけ、今
後、日本法のもとでの錯誤法理が、「法律行為の基礎とした」という、「法
律行為の要素」に比べて操作可能性に乏しい定式のもとで構想されるであ
ろうことを考えるならば、「沈黙による詐欺」法理の枠内における法発展
を図ることで、いわゆる一元説によって示された衡量を実現することも、
（199）　大村敦志『民法読解 総則編』（有斐閣、2009年）342頁による「95条と96条の
『法意』」という理解は、フランス法における沈黙による詐欺法理の実相をよく投影
した表現であるようにも思われる。
（200）　特に、詐欺がそれ自体として不法行為と評価され得るという伝統的な理解に従
うならば、相手方が錯誤に陥っていることを是正しないことをもって不法行為とい
うことができるのかという問題も生じ得る。この点に躊躇を感じるならば、既往の
詐欺法理の活用だけで問題を解決し尽くすことはできないものと思われる。鹿野菜
穂子「契約における錯誤と情報提供義務」法研84巻12号（2011年）371頁において
論じられる国際モデル契約法をめぐる議論状況も、錯誤規定の拡充という方向性を
一つの可能性として提示するものであろう。
沈黙による詐欺と情報収集義務（ 2 ・完）（山城）　　171
考慮に値する一つの方向性であるように思われる。いずれにしても、重要
なのは、多様な法理を「組み合わせる可能性を探る
（201）
」ことによって、「合
意の瑕疵」の法理を総体として豊かにしていくことであろう。
（201）　山下・前掲論文（注28） 5 頁。
